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サーチャージ水位 EL.290.3

常時満水位 EL.286.8

最低水位 EL.279.3

ダム基礎標高 EL.266.0

洪水調節容量

１４７，０００ｍ3

利水容量 ２０９，０００ｍ3

水道用水 １２５，０００ｍ3
不特定 ８４，０００ｍ3

堆砂容量
２７，０００ｍ3
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昭和５８年台風１０号による被害状況

西紀生活貯水池 被害状況

西紀町（現篠山市）栗柄

西紀町（現篠山市）栗柄

写真位置

西紀ダム

西紀ダム－６



西紀生活貯水池 工事実施状況

西紀ダム－７

至篠山市街

至桑原

撮影箇所図
写真①位置

西紀ダム

写真②位置

写真①

写真②

滝の尻川

滝の尻川

西紀ダム

(主)篠山三和線

付替県道

現道：(一)桑原栗柄線

付替県道

現道：(一)桑原栗柄線

付替県道

現道



◆西紀生活貯水池建設事業スケジュール

◆西紀生活貯水池建設事業の費用便益比

（1）費用便益比の考え方

1）便 益＝治水事業を実施することによる被害軽減期待額を現在価値化＋不特定便益＋残存価値

被害額＝一般資産被害（家屋、家庭用品、事業所償却資産、農漁家償却資産等）

＋農産物被害＋公共土木施設等被害＋営業停止被害＋応急対策費用

2）費 用＝「建設費＋維持管理費」を現在価値化

（2）算定に用いた資料

治水経済調査マニュアル（案）国土交通省河川局 平成 17年 4月（デフレータ等 平成 23 年 2 月）

（3）便益（B）の算出方法

（4）費用便益（B/C）

便益（B） 費用(C)
総便益
(百万円)

代表的な効果
総費用
(百万円)

事業費
(百万円)

維持管理費
(百万円)

B/C

9,618.8
30 年確率の洪水に対し

・浸水戸数を 13 戸軽減

・浸水面積を 18ha 軽減

6,021.1 5,602.1 419.0 1.59

※治水経済調査マニュアル（案）に基づき、ダム事業の費用便益算定においては、

新規利水(水道)にともなう便益および費用を考慮していない。

河道＋流域のモデル化

各メッシュの資産、地盤標高の設定

氾濫解析

氾濫区域内資産額の算定

年平均被害額軽減期待額の算定

費用便益比

・流域は 50m 四方のメッシュに分割

・メッシュごとに、人口、資産（戸数、事業所数、

床面積など）、地盤標高を設定

・生起確率の異なる数種のハイドログラフをもとに氾濫

解析を実施

・メッシュデータと氾濫解析結果より被害額を算定

・洪水の生起確率毎の被害額、年平均被害軽減額を算定

・年平均被害軽減額から算定される便益と建設費用

を現在価値化して費用便益比を算定

実施内容 H6～H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

測量・調査

環境調査

用地補償

補償工事

ダム本体工事

管理設備工事

前回計画

見直し計画

西紀ダム－８



［別添資料］

西紀ダム検討会議の検討結果の概要

１．対応方針(案)

西紀ダム事業を現行計画どおり継続する。

【理由】

「現行計画（西紀ダム＋河川改修)」と代替案について様々な評価軸による評価を踏まえて総
合的に評価した結果、環境への影響は比較的大きいが、最も低コストで、地域の理解も得られ

ていることから実現性が高く、早期に治水・新規利水・流水の正常な機能の維持の効果が得ら

れる「現行計画（西紀ダム＋河川改修)」が最も有効な対策である。
【事業の継続にあたっての留意事項】

①事業期間が長期化していることから、治水、利水両面からも早期完成を目指す。

なお、ダムを利用した親水活動の場の創出については、地域住民や関係市と連携して進める。

②事業実施中及び供用後は、当初計画で策定した環境保全対策を適切に実施する。

また、供用後の貯水池の貧酸素化の防止など水質環境に対しても適切な対策を講ずる。

２．西紀ダムの総合的な評価の内容

目的別評価結果を踏まえて総合的な評価を行った。その結果は以下のとおりである。

治水対策、新規利水、流水の正常な機能の維持のそれぞれの目的において、現行計画と抽出した複

数の代替案に対し、目的別の総合評価を行った結果、いずれの目的においても、「現計画(西紀ダム

＋河川改修)」が最も優れていた。

このことから、「現行計画現計画(西紀ダム＋河川改修)」が最も有効な対策である。

【目的別の評価】

①治水（洪水調節）に係る評価

安全度、コスト、実現性、地域社会への影響において、現行計画が最も優れている。なお、

環境への影響については、適切な環境対策により軽減を図る。 
②利水（新規利水）に係る評価

コスト、実現性、地域社会への影響において、現行計画が最も優れている。なお、環境への

影響については、適切な環境対策により軽減を図る。 
③利水（流水の正常な機能の維持）に係る評価

コスト、実現性において、現行計画の方が優れている。なお、環境への影響については、適

切な環境対策により軽減を図る。 

表-1 目的別対策案の組み合わせ

現実的な組合せは、治水対策の河

道掘削案と新規利水の堰堤再開発

（杉ヶ谷池かさ上げ）案と流水の正

常な機能の維持の河道外貯留施設

（貯水池）案などが考えられるが、

コストは低い案でも６７．９億円と

なり、現行計画の４８．９億円より

も高い。更に事業期間も長期化し、

かつ新たな用地買収も生じること

から、地域社会への影響が大きく実

現性は低い。 

(表-1 についての解説)

治 水
※1 新規利水

流水の正常な機能の
維持(不特定利水)

組合せ
可否 コスト

※２

（合計） ４８．９億円

（治水） ２０．７億円

（新規利水） ９．０億円

（不特定利水）１９．２億円

（合計） ６７．９億円

（治水） ２５．８億円

（新規利水） ９．６億円

（不特定利水）３２．５億円

（合計） ７７．０億円

（治水） ２５．８億円

（新規利水） １８．７億円

（不特定利水）３２．５億円

※ 事業期間は、現行予算で想定できる金額からの推定年数である。
※1 治水対策案において、「遊水地＋河道掘削案」は「河道掘削案」よりコストが高いため、組み合わせ対象外とした。
※2 コストには、30年間分の維持管理費及びダム中止費用を含む。
※3 新規利水において、「河道外貯留施設（貯水池）案」は、他案よりコストが極めてたかいため、新規利水及び
流水の正常な機能の維持での組み合わせは負荷とした。

対
策
案

河道外貯留施設
（貯水池）

事業期間：71年間

堰堤再開発
(杉ヶ谷池かさ上げ)

事業期間：８年間

水系間導水
(県水購入)

事業期間：７年間

河道外貯留施設
（貯水池）

事業期間：30年間

不可
※3

可

可

河道掘削

事業期間：30年間

現行計画
(西紀ダム＋河川改修)

事業期間：６年間
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